
明治憲法と日本国憲法

1 明治憲法の制定

1． 憲法…国民の権利や国の責務および政治のしくみなどを定めた国の基本法。国

民の権利・自由を守るために，国家権力の制限を目的として制定

→❶ 立憲主義 …憲法に基づいて国の政治を行うという考え方

2． 大日本帝国憲法(明治憲法)(1889 発布，1890施行)…天皇により制定された

❷ 欽定憲法 。日本初の❶ 立憲主義 に基づく近代憲法

2 明治憲法の特色と運用

1． 明治憲法…❸ 天皇主権 が基本原理。外見的立憲主義の憲法

天皇は国の元首…❹ 統治権 を総攬し，幅広い❺ 天皇大権 （緊急勅

令，独立命令，戒厳令，❻ 統帥権 の独立）

2． ｢❼ 臣民 の権利」…天皇が❼ 臣民 に恩恵として与えたもの

→法律で制限可能(❽ 法律の留保 )…❾ 治安維持法 などで制限

3 日本国憲法の制定

日本国憲法(1946.11.3 公布・1947.5.3 施行)

� ポツダム 宣言受諾(1945.8)

→� 連合国軍総司令部 (GHQ)最高司令官マッカーサーから憲法改

正指示

→憲法問題調査委員会設置，
 松本案 を提出するが拒否される

→マッカーサー草案を手渡す→帝国議会で審議(一部修正・追加)→可決・成立

GHQが
 松本案 を拒否したのはなぜか答えよ。

� 内容的に明治憲法と大差のないものだったため。

4 日本国憲法の基本原理

1． � 国民主権 …「主権が国民に存することを宣言し｣，｢国会における代

表者を通じて行動」する議会制民主主義を採用

◆天皇の地位と役割

� 象徴 天皇制…天皇は日本国および日本国民統合の� 象徴 。

その地位は「主権の存する日本国民の総意に基く」

天皇の国事行為…内閣の� 助言と承認 のもとに行う

2． � 基本的人権 の尊重…「侵すことのできない永久の権利」と規定

3． � 平和主義 …第 9条で戦争の放棄・戦力の不保持・交戦権の否認とし

て具体化

◆大日本帝国憲法と日本国憲法の比較(抜粋→詳細は教科書 p.103)

日本国

憲法

民定

憲法

�国民

主権

日本国・日本国民

統合の�象徴

永久不可侵の

�基本的人権
�平和主義

性格 主権 天皇 国民の権利 戦争と戦力

大日本

帝国憲法

❷欽定

憲法

❸天皇

主権

神聖不可侵

の存在

❼臣民の権利

❽法律の留保

天皇が陸海軍を

統帥。兵役の義務

❷君主によって制定された

憲法のこと。

❺天皇が帝国議会の参与な

しに行う権限。

❻帝国議会だけでなく内閣

もまったく関与できなか

った。

�国の政治のあり方を最終

的に決定する権限を国民

全体が持つこと。
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１ 明治憲法の制定

1．もし，憲法がなかったらどうなるのかについて話し合わせる。憲法や立憲主義は誰を縛るものかを確認させ

る。憲法は一般の法律などとどう違うのかということを，生徒の生活と結び付けて考えさせる。

2．生徒が持っている大日本帝国憲法に対するイメージを尋ねてみる。

２ 明治憲法の特色と運用

1．明治憲法は，国民の権利を制限していることを理解させ，また，その不十分さについて確認する。

３ 日本国憲法の制定

ポツダム宣言は，憲法改正を直接明文で要求していなかったことにも注目させたい。また，なぜ GHQが松本

案を拒否したのかを考えさせる。さらに時間的余裕があれば，帝国議会での修正についても確認させたい。

４ 日本国憲法の基本原理

1．議会制民主主義を通じて国民主権が実現されることを確認させたい。また，象徴の意味をきちんと学習させ，

国事行為はすべて形式的・儀礼的行為であることを認識させる。

2．基本的人権と明治憲法の「臣民の権利」との違いを理解させる。

3．憲法が平和主義を基本原理とした理由を考えさせる。また，この項目のまとめとして，教科書 p.103図 2な

どを用いて明治憲法と日本国憲法の相違点を示し，日本国憲法の基本原則を正確に理解させる。

①憲法に基づいて国の政治を行うという考え方を何というか。 ①立憲主義

②大日本帝国憲法のように，君主によって制定された憲法を何というか。 ②欽定憲法

③緊急勅令など，天皇が帝国議会の参与なしに行う権限を何というか。 ③天皇大権

④天皇が軍を指揮する権限は内閣も関与できなかったが，それを何というか。 ④統帥権の独立

⑤天皇が恩恵として与えた明治憲法下の権利を何というか。 ⑤「臣民の権利」

⑥明治憲法の権利や自由は法律で制限が可能であったが，それを何というか。 ⑥法律の留保

⑦ 1925年に国民の権利を制限する法律が制定されたが，それは何か。 ⑦治安維持法

⑧憲法問題調査委員会が GHQに提出し拒否された改憲案は何とよばれるか。 ⑧松本案

⑨マッカーサーが GHQ民政局に示した改正草案作成の原則を何というか。 ⑨マッカーサー三原則

⑩日本国憲法の基本原理を三つすべて答えよ。 ⑩国民主権・基本的人権の尊

重・平和主義
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基本的人権の保障①

1 人権の永久不可侵性・公共の福祉

1． 基本的人権…「侵すことのできない❶ 永久 の権利」(第 11・第 97条)

2． 倫理的義務…「国民の不断の努力」と濫用の禁止(第 12条)

◆国民の義務

教育を受けさせる義務(第 26条)，❷ 勤労 の義務(第 27条)

納税の義務(第 30条)

3． ❸ 公共の福祉 …個人の利益と社会全体の利益を調整するための原理

2 法の下の平等

1． ｢法の下の平等」の基本原則(第 14 条1項)…「すべて国民は，法の下に平等

であつて，人種，信条，性別，❹ 社会的 身分又は門地により，政治的，経

済的又は❹ 社会的 関係において，差別されない」

2． 平等権についての個別の規定…貴族制度の廃止，栄典の授与にともなう特権の

廃止，家族生活における男女の平等，ひとしく教育を受ける権利など

3 さまざまな差別問題と対策

差別問題…部落差別や障がい者・女性・アイヌ民族・在日外国人差別など

→差別の解消に向けたさまざまな取り組み

❺ 同和対策 審議会答申(1965)…一連の❺ 同和対策 事業

障害者雇用促進法(1960)，❻ 障害者基本法 (1993)

❼ 男女雇用機会 均等法(1985)，男女共同参画社会基本法(1999)

4 自由権

自由権…日本国憲法は，下の三つに分類して保障

1． ❽ 精神 の自由

思想・良心の自由，❾ 信教 の自由…政教分離の原則

� 表現 の自由…通信の秘密・検閲の禁止，学問の自由

2． � 身体 の自由

ａ．奴隷的拘束および
 苦役 からの自由(第 18条)など

ｂ．刑事手続きの基本原則…� 罪刑 法定主義，法定手続きの保障

ｃ．被疑者・� 被告人 の権利…逮捕や捜索・押収についての� 令状

主義，抑留・拘禁に対する保障，拷問および残虐な� 刑罰 の禁止，弁護

人依頼権，自白のみを証拠として� 刑罰 を科すことの禁止・自己に不利

益な供述を強要されない権利など⇔� 冤罪 事件があとを絶たない→再審

◆犯罪被害者側の権利保護…� 被害者 参加制度の導入(2008)

3． � 経済 の自由…居住・移転の自由および職業選択の自由，� 財産権

の保障。一方で，❸ 公共の福祉 による制限も明記

� 経済 の自由に対して，制限がなされるようになってきたのは

なぜか説明せよ。

� 資本主義の発展による格差の拡大で生まれた社会的弱者を保護する必要があ

るため。

❻障がい者のあらゆる分野

の活動への参加を促進す

ることなどを目的とした

法律。

❾これに関する判例として，

津地鎮祭訴訟，愛媛玉ぐ

し料訴訟などがある。

�これに関する判例として，

チャタレー事件などがあ

る。

�刑事事件で罪を犯した疑

いをかけられている者で，

検察官から起訴された者

のこと。まだ起訴されて

いない者は，被疑者であ

る。

�一定の重大犯罪の被害者

などが，裁判に出席し，

証人尋問・被告人質問・

意見陳述などを行えるよ

うになった。

�これに関する判例として，

薬事法距離制限違憲判決

や共有林分割制限違憲判

決などがある。
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１ 人権の永久不可侵性・公共の福祉

2．｢国民の不断の努力」とはどのようなことか，事例を挙げて確認させる。国民の義務は，私たちの権利を守る

ためにあることも理解させる。

3．公共の福祉は何のためにあるのかをきちんと理解させる。

２ 法の下の平等

1．第 14条 1項の規定の重要性を押さえておく。｢法の下の平等」は，すべての人権の基本的前提となることを

認識させる。

３ さまざまな差別問題と対策

単なる事例の列挙に終わらぬよう留意するとともに，差別は重大な人権侵害であることをしっかりと確認させ

たい。法の制定や制度の実現に審議会が果たす役割にもふれたい。男女雇用機会均等法の制定などは，女性差

別撤廃条約批准に向けての条件整備であったことも理解させる。

４ 自由権

1．信教の自由や学問の自由を実現するための制度的保障(政教分離の原則や大学の自治など)について理解させ

る。津地鎮祭訴訟・愛媛玉ぐし料訴訟・東大ポポロ劇団事件など，判例を題材に具体的に学習させたい。

2．憲法の規定を具体化するために，刑事訴訟法で詳細な権利が保障されていることを認識させる。主な再審請

求事件には，再審が認められて無罪が確定したものもあるが，狭山事件のように再審が認められていない事件

もあることにも目を向けさせたい。

3．第 22条 1項と第 29条には，公共の福祉による制限が条文に明記されていることを，他の条文と比較して確

認させる。また，その理由を考えさせる。

①憲法は国民の義務として勤労の義務・納税の義務以外に何を定めているか。 ①教育を受けさせる義務

②個人の利益と社会全体の利益を調整するための原理を何というか。 ②公共の福祉

③憲法は第 14条 1項で平等原則を規定しているが，それを何というか。 ③「法の下の平等」

④部落差別解消に向け，一連の同和対策事業推進の基礎となった答申は何か。 ④同和対策審議会答申

⑤男女共同参画社会実現に向けての基本理念や責務などを定めた法律は何か。 ⑤男女共同参画社会基本法

⑥自由権は大きく三つに分類されるが，それらをすべて答えよ。 ⑥精神の自由・身体の自由

・経済の自由

⑦信教の自由を保障するため，国家権力の宗教への介入を禁じる原則は何か。 ⑦政教分離の原則

⑧どのような刑罰を科すかには，法律の定めが必要なことを何というか。 ⑧罪刑法定主義

⑨冤罪事件などにより，判決の確定後に裁判をやり直すことを何というか。 ⑨再審

⑩自由権のなかで，②による制限を明記しているのは何か。 ⑩経済の自由

39



基本的人権の保障②

1 社会権

社会権…「人間たるに値する生活」を営む権利

→❶ ワイマール憲法 (1919)で初めて規定された，20世紀的人権

1． ❷ 生存権 …「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利｣(第 25条 1項)

◆❷ 生存権 と裁判

❸ 朝日訴訟 ，堀木訴訟など→❹ プログラム規定 説の採用

2． ❺ 教育を受ける権利

…「能力に応じて，ひとしく教育を受ける権利」の保障(第 26条 1項)。｢義務教

育は，これを❻ 無償 とする」(第 26条 2項)と定める

→❼ 教育基本法 ，学校教育法など制定…教育制度・条件の整備

3． ❽ 勤労の権利 (第 27条1項)→雇用対策法，雇用保険法など制定

4． ❾ 労働三権 (第 28条)…団結権・団体交渉権・� 団体行動権

労働基本権…❽ 勤労の権利 ＋❾ 労働三権

→その実現のために，職業安定法や最低賃金法，� 労働三法 などを制定。


 公務員 の❾ 労働三権 は制限

◆❾ 労働三権 の適用範囲と制限

○：適用あり △：制限あり ×：適用なし 団結権 団体交渉権 �団体行動権

民間労働者 〇 〇 〇

国家
公務員・

地方
公務員

国営企業・公営企業など 〇 〇 ×

一般職 〇 貝 ×

警察・防衛・消防など × × ×

2 参政権と請求権

� 参政権 ・� 請求権 …人権を確保するための権利

1． � 参政権 …基本的人権を守るため，みずから政治に参加できる権利

ａ．
 公務員 の選定と罷免の権利

ｂ．直接民主制的な権利…最高裁判所裁判官の国民審査権，

憲法改正の� 国民投票権 ，地方特別法に対する住民投票権など

2． � 請求権 …基本的人権を侵害されたときに，その回復を国などに請求で

きる権利

ａ．� 請願 権…損害の救済やそれを是正する政策の要望を国に訴える権利

ｂ．裁判を受ける権利…権利を侵害された場合に救済を求めて裁判に訴える権利

ｃ．� 損害賠償 請求権(国家賠償請求権)…公務員の不法行為による損害

に対して，国や地方公共団体にその賠償を求める権利

ｄ．� 刑事補償 請求権…無罪の裁判を受けたときに国に補償を求める

憲法が，人権を確保するための権利を規定しているのはなぜか答えよ。

� 憲法が保障する人権はいつでも保障されるとは限らないため。

❻一般に，｢授業料不徴収」

の意味であるとされる。

ただ，義務教育諸学校の

教科書については，1963

年以降，法律により無償

配布されている。

�争議権ともよばれる。

�労働組合法・労働関係調

整法・労働基準法の総称。
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１ 社会権

1．朝日訴訟に関して，月額の日用品費 600円の内訳を示し，生徒に感想を出させる。原告は最終的に勝訴でき

なかったが，生活保護基準の改善に朝日訴訟が大きな影響を与えたことを確認させる。

2．義務教育の無償の意味を確認させる。

3．勤労の権利の性格とその保護のための具体策を理解させる。

4．なぜ 8時間労働制や最低賃金法などが定められているのか，契約自由の原則(私的自治の原則)では不十分な

のか，などを尋ねてみる。また，労働三法が制定された年代順にも着目させたい。

２ 参政権と請求権

1．なぜ参政権が基本的人権の一つとして重要なのかを理解させる。直接民主制的な権利がなぜ憲法などに規定

されているのかについても聞いてみる。

2．請求権については判例や具体的な事例を紹介する。憲法が人権を確保するための権利を規定している理由に

ついて，具体例などを挙げて理解させる。

①社会権を世界で初めて規定した，1919年制定の憲法は何か。 ①ワイマール憲法

②「健康で文化的な最低限度の生活」を営む権利を何というか。 ②生存権

③朝日訴訟で，②の性格について最高裁判所はどのような立場を採用したか。 ③プログラム規定説

④教育に関する基本原理などを定めた基本法は何か。 ④教育基本法

⑤憲法第 28条が規定する労働三権をすべて答えよ。 ⑤団結権・団体交渉権

・団体行動権(争議権)

⑥国民が人権を守るためにみずから政治に参加できる権利を何というか。 ⑥参政権

⑦直接民主制的権利である，最高裁判所裁判官に対するものは何か。 ⑦国民審査権

⑧国民が人権侵害に対し，その回復を国などに求める権利を何というか。 ⑧請求権

⑨公務員の不法行為による損害に対し，国などに賠償を求める権利は何か。 ⑨損害賠償請求権

⑩抑留・拘禁後に無罪判決を受けたとき，国にその補償を求める権利は何か。 ⑩刑事補償請求権
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基本的人権の保障③

1 新しい人権

❶ 新しい人権 …社会の多様化・社会生活の変化により，憲法制定当時に

は予想できなかった権利侵害発生→そのような問題に対応した新しい権利保障

1． ❷ 環境権 …よい環境のもとで，人間らしい生活を享受する権利

憲法上の根拠…❸ 幸福追求権 (第 13条)や生存権(第 25条)など

→❹ 環境基本 法(1993)・環境影響評価(❺ 環境アセスメント )法

(1997)制定

◆環境権と裁判

❻ 大阪空港騒音公害訴訟 …大阪高裁は人格権を認めた

名古屋新幹線公害訴訟など

→❷ 環境権 を正面から認めた判決はない

2． ❼ 知る権利 …政治や企業活動を監視するための情報を得る権利

憲法上の根拠…「❽ 表現 の自由」(第 21条)に基づく権利

→国や地方公共団体の情報の公開を要求する権利として確立

→ 1999年，❾ 情報公開 法制定(2001施行)。国に先がけて，ほぼすべて

の都道府県で❾ 情報公開 条例を制定

� アクセス権 …マスメディアなどを通じて意見を表明，反論できる権利

3． � プライバシーの権利 …「私生活をみだりに公開されない権利」

→高度情報化社会に入ると，｢自己に関する情報をコントロールする権利」とし

て，積極的にとらえられる

→ 2003年，
 個人情報保護法 制定

4． 自己決定権…国家から干渉されず，自立のために自分で自由に決定する権利

2 人権の国際的広がり

1． 国際的な人権保障の取り組み

� 世界人権宣言 採択(1948)

→� 国際人権規約 採択(1966)

…� 世界人権宣言 を条約化し，法的拘束力を持たせる

そのほかの人権に関する国際条約…人種差別撤廃条約，女性差別撤廃条約，

� 子ども (児童)の権利条約など

国際的な人権保障の取り組みを進めることがなぜ必要なのか説明せよ。

� 戦争は最大の人権侵害であり，人権保障が国際平和を実現することになるか

ら。

2． 日本国内の取り組み…外国人登録の際の指紋押捺廃止。公務員試験における

� 国籍条項 問題で地方公共団体では条件つきで撤廃進む。定住外国人に

地方� 参政権 を与えるかどうかの議論も続いている

❹公害対策基本法を全面改

正し，成立した法律。

❺開発が周辺環境に及ぼす

影響を，事前に調査・予

測・評価する制度。

❻この訴訟において，大阪

高裁は，｢個人の生命・

身体の安全，精神的自由，

生活上の利益の総体であ

る人格権」を認め，夜間

飛行の差し止めと過去お

よび将来の損害賠償を認

めた。

❼ 2013 年に特定秘密保護

法が成立したが，この権

利がおろそかになるので

はないかという批判もあ

る。

�『宴のあと』事件の東京

地裁判決(1964)以降，注

目された権利。

�人権保障が国際平和を実

現することになるとして，

第 3回国連総会で採択さ

れた宣言。法的拘束力は

ない。

�社会権規約(A規約)，自

由権規約(B規約)，両規

約の選択議定書からなる。

�対象は 18歳未満の者。

�公務員試験などの採用試

験や資格試験で日本国籍

を要件とすること。

� 1995 年，最高裁は「傍

論」において，法律で定

住外国人に地方�を与え

ることを憲法は禁止して

いないとした。
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１ 新しい人権

1．なぜ，日本国憲法に新しい人権が規定されていないのかを考えさせる。人格権について，判例を利用して理

解させる。また，最高裁判所では環境権や人格権を認めた判決はないことも認識させる。

2．入学試験の成績開示など，具体的な例を挙げていく。

3．自分のプライバシーがどのようなときに侵害されたと感じるのか，具体的な事例を出して議論を深める。『宴

のあと』事件で確認されたプライバシーの権利が，社会の変化によりさらに性格を拡大・変化させてきたこと

を理解させる。

4．自己決定権にはどのようなものが含まれているのか，具体的な事例を出して議論を深める。

２ 人権の国際的広がり

1．人権の国際的広がりに，国連が果たしてきた役割を理解させる。また，条約の批准がその国の人権を前進さ

せる大きな契機となることを，女性差別撤廃条約の批准と国籍法の改正・男女雇用機会均等法の制定などの具

体例を挙げて理解させたい。

2．在日外国人などに対する人権保障の取り組みについて，その経過と現状を理解させる。地方参政権付与問題

については，1995年の最高裁判決「傍論」から議論させたい。

①憲法制定時には予想できなかった権利侵害に対応する権利を何というか。 ①新しい人権

②よい環境のもとで，人間らしい生活を享受する権利を何というか。 ②環境権

③公害対策基本法を全面改正して 1993年に制定された法律は何か。 ③環境基本法

④政治や企業活動の監視のため，必要な情報を得る権利を何というか。 ④知る権利

⑤中央省庁などに行政文書の原則公開を義務づけた法律は何か。 ⑤情報公開法

⑥ 1964年の『宴のあと』事件での東京地裁判決以降，注目された権利は何か。 ⑥プライバシーの権利

⑦ 2003年に制定された，民間も含めて個人情報を保護する法律は何か。 ⑦個人情報保護法

⑧人権保障が国際平和を実現するとして，国連総会で採択されたのは何か。 ⑧世界人権宣言

⑨ 1966年に，⑧に法的拘束力を持たせて，国連総会で採択されたのは何か。 ⑨国際人権規約

⑩公務員試験などにおいて，日本国籍を要件とする問題を何というか。 ⑩国籍条項(問題)
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平和主義と安全保障

1 憲法の平和主義

日本国憲法…❶ 平和主義 を憲法の基本原理として採用

1． 前文…❶ 平和主義 の理念を宣言→平和的生存権，国際協調主義の立場

2． 第9条…前文の理念を具体化し，❷ 戦争 の放棄(第 1項)，❸ 戦力

の不保持と❹ 交戦権 の否認(第 2項) ◆❺ 自衛権 否定の規定はなし

2 憲法と自衛隊

1． 第二次世界大戦後の東西対立(❻ 冷戦 )の激化

朝鮮戦争勃発(1950)→マッカーサーによる❼ 警察予備隊 の創設指令

→❽ 保安隊 と警備隊に改組(1952)→❾ 自衛隊 創設(1954)

2． ❾ 自衛隊 と裁判…恵庭事件，百里基地訴訟など

� 長沼ナイキ基地訴訟 …控訴審で札幌高裁は� 統治行為論

を採用(憲法判断を避ける)→裁判所は今まで憲法判断を下していない

政府は憲法第9条に規定する「戦力の不保持」について，❾ 自衛隊

をどのように説明しているか答えよ。


 自衛隊は「自衛のための必要最小限度の実力」であって，第 9条が保持を禁

じている「戦力」ではない。

3 日本の防衛政策

1． � 文民統制 (シビリアン・コントロール)…文民である内閣総理大臣に

❾ 自衛隊 の最高指揮監督権。� 国家安全保障会議 で審議

2． 日本の防衛政策の基本…� 専守 防衛

武器輸出三原則→� 防衛装備移転 三原則に。核不拡散条約(NPT)加盟，

� 非核三原則 を掲げる…核兵器を「持たず，作らず，持ちこませず」

4 日米安全保障条約・日米安保体制の展開と変容

1． 1951 年，サンフランシスコ平和条約締結→日米安全保障条約(安保条約)締結

2． 1960 年，� 日米相互協力 及び安全保障条約(新安保条約)締結

→安保闘争が起こる。同年に日米地位協定締結

3． 日米安保条約と裁判…� 砂川事件 の最高裁判決→在日米軍は「戦力」

にあたらず合憲。安保条約については，統治行為論を採用し憲法判断回避

4． 冷戦の終結…日米安保体制再検討の必要性→日米安保共同宣言(1996)が出され

る。� ガイドライン の見直し合意(1997)→周辺事態法など成立(1999)。

有事法制関連法の成立(2003)

5 自衛隊の海外派遣

1． 冷戦終結後の地域紛争の頻発…国際貢献のあり方が議論

→国連� 平和維持活動 協力法(PKO協力法)成立(1992)

2． 米同時多発テロ(2001)→� テロ対策特別措置法 成立で｢戦時｣海外活動

3． イラク戦争(2003)→� イラク復興支援特別措置法 制定で ｢戦時｣

の他国領土で初めて活動

4． 集団的自衛権の限定的行使容認を含む� 安全保障関連法 成立(2015)

❷「国権の発動たる戦争」

だけでなく，事実上の戦

争である「武力による威

嚇」｢武力の行使」も放

棄した。

❺ 2015 年に�が成立し，

集団的自衛権の限定的行

使が容認された。

�一審の札幌地裁は，❾は

❸にあたり違憲とした。

�高度に政治的な行為は

｢一見極めて明白に違憲

無効」であると認められ

ない限りは，司法審査の

対象外とする考え方。

�略称 NSC。内閣総理大

臣・防衛大臣ほか数名の

国務大臣で構成される。

�相手から武力攻撃を受け

たときに初めて防衛力を

行使し，自衛のための必

要最小限にとどめるとい

う政府の防衛戦略の方針。

� 1978 年策定の「日米防

衛協力のための指針」の

見直し。2015 年にも見

直しが行われた。

�インド洋において，海上

❾による燃料・水の補給

支援を実施した。

�平和安全法制整備法と国

際平和支援法からなる。
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１ 憲法の平和主義

1・2．憲法の平和主義について，前文では理念を宣言しているが，具体的には第 9条の規定が争点になることを

理解させる。

２ 憲法と自衛隊

1．朝鮮戦争とその背景を具体的に把握させる必要がある。

2．長沼ナイキ基地訴訟などについて，判例を用いて考察させたい。また，最高裁判所は自衛隊の合憲性につい

て，統治行為論により，いままで憲法判断を下したことはないということにもふれたい。

３ 日本の防衛政策

1．文民統制の必要性を具体的に理解させたい。

2．日本の防衛政策の基本の重要性を理解させ，近年におけるその緩和の動きや第 2次安倍内閣の閣議決定によ

る政策変更などの動きを整理するとともに，その背景などにも注目させたい。

４ 日米安全保障条約・日米安保体制の展開と変容

1・2．日米安保条約改定の理由について考察させたい。

3．砂川事件の最高裁判決で，在日米軍は合憲とされた根拠を学習させる。

4．冷戦が終結して，どのように日米安保体制が変容してきたのかという点から学習させたい。

５ 自衛隊の海外派遣

1．平和維持活動(PKO)は戦時に派遣されるものではないことを認識させる。

2．テロ対策特別措置法のもと，自衛隊はどのような活動をしたのかを確認させる。

3．イラク復興支援特別措置法のもと，自衛隊はどのような活動をしたのかを確認させる。

4．集団的自衛権についての理解を深めるとともに，安全保障関連法についての議論で何が争点になったのかを

簡単に整理させる。

①憲法前文の「恐怖と欠乏から免かれ，平和のうちに生存する権利」とは何か。①平和的生存権

②憲法第 9条で規定しているのは，戦争の放棄と戦力の不保持と何か。 ②交戦権の否認

③他国への武力攻撃に対しても，自国への攻撃とみなし反撃する権利は何か。 ③集団的自衛権

④ 1950年の朝鮮戦争勃発を契機に創設された，自衛隊の前身の組織は何か。 ④警察予備隊

⑤自衛隊に対するさまざまな民主的統制のしくみを何というか。 ⑤文民統制

⑥日本からの防衛装備の海外移転を管理している原則を何というか。 ⑥防衛装備移転三原則

⑦ 1951年にサンフランシスコ平和条約と同時に締結された条約は何か。 ⑦日米安全保障条約

⑧ 1992年に国連を中心に国際平和に寄与するため日本が制定した法律は何か。 ⑧国連平和維持活動協力法

⑨米同時多発テロを契機に制定し，自衛隊をインド洋に派遣した法律は何か。 ⑨テロ対策特別措置法

⑩イラク戦争を契機に制定し，人道復興支援活動などを行った法律は何か。 ⑩イラク復興支援特別措置法
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